
 

Ⅲ．地域が輝く長崎県 

 ８．「地域発の地域づくり」を進める 

                                                    （単位：千円） 

事 業 名 ２６年度当初 ２５年度当初 内 容 担 当 課 

 
しま共通地域通貨発行
支援事業費 
 
 

 
2,538 

 

 
2,218 

 
しまのＰＲ及び誘客、しまでの消費促進による経済活性
化のため、離島関係市町が実施する「しまとく通貨」の
発行を支援 
  ・プレミアム分支援に係る債務負担行為    97,650 

 
地 域 振 興 

 
離島流通効率化・コスト
改善事業費 
 
 

 
1,714 

 
1,002 

 
離島関係市町が国の交付金を活用して行う戦略産品（農
水産物等）に係る海上輸送コスト支援に対して県も一部
補助を実施 
 ・輸送コスト支援に係る債務負担行為      52,516 

 
〃 

 
長崎をかえる人財誘致
プロジェクト推進費 
 
 

 
118,259 

 

 
58,175 

 

 
地域の魅力アップや起業・定住による地域の活性化を推
進するため、市町と連携して国の｢地域おこし協力隊」
の制度を活用した「人財」誘致を実施 
 ・長崎をかえる人財誘致補助金           110,000 
  （補助対象人数 H25：25人→H26：55人） 
  ・協力隊募集・活動支援等                  8,259 

 
〃 

（新） 
振興局プロジェクト費 
（対馬振興プロジェク
ト） 

 
16,314 

 
0 
 
地域発地域づくりの更なる推進のため、こぎ出せミーテ
ィングでの議論等を通じ、優先的に取り組む必要がある
とされた課題の解決に向けて、振興局が主体的に地元と
協働し、オーダーメイド型の取組を実施 
  ・H26年度はモデルケースとして、対馬地域における韓
国との交流人口拡大のための地元受入態勢の構築等
を実施 

 ＜主な取組内容＞ 
  ・民泊利用促進のための研究会 
  ・島内消費拡大のためのマルシェ開催 

 
〃 

 
ながさき音楽祭開催費 
 

 
42,882 

 
43,723 

 
音楽分野の人材育成、地域間交流、海外との相互理解の
促進を目的として、県内の様々な音楽団体・演奏家が参
加する「ながさき音楽祭」を開催 

 
文 化 振 興 

 
「スポーツ・夢づくり」
推進事業費 

 
27,124 

 
20,000 

 
Ｖ・ファーレン長崎のＪ１昇格を目指し、クラブの経営
安定を目的とした支援及び集客に向けた取組を実施 
 ・（新）県立総合運動公園陸上競技場使用料減免 

26,329 
 ・県民応援デーの実施（2回）          795 

 
県 民 ス ポ 
ー ツ ○ ツ  

 



 

（単位：千円） 

事 業 名 ２６年度当初 ２５年度当初 内 容 担 当 課 

 
スポーツ・地域にぎわい
づくり推進事業費 
 
 
 

 
13,406 

 
14,477 

 
地域のスポーツで人を呼ぶためのまちづくりを支援し、
スポーツと旅行を組み合わせたスポーツツーリズムを推
進 
 ・スポーツ地域にぎわいづくり推進補助金   6,000 
 ・スポーツコンベンション開催補助金（拡充） 4,300 
 （拡充内容） 
   交付基準 西日本大会以上 → 九州大会以上 
    補助率 1/2 → 1/2＋新規誘致年度5割加算 
 ・スポーツツーリズム研修会等経費      1,169 
                         等 

 

県 民 ス ポ 
ー ツ ・ ・ 

国体・障害者スポーツ大
会開催関連事業 
（主な事業） 

    

  
二巡目国体開催事業
費 
[再掲] 
 
 
 

 
5,277,171 

 
1,746,834 

 

 
平成26年度に本県で開催される国民体育大会「長崎がん
ばらんば国体」の開催経費 
 ・日程 平成26年10月12日（日）～10月22日（水） 
 ・実施競技数 正式37競技、公開2競技 
        デモンストレーションとしてのスポー

ツ行事19行事 
 ・会場地市町 県内全市町（競技14市町、行事15市町） 
        県外3市町（福岡市、人吉市、益城町） 
 ・大会参加者  国体・障害者大会両大会で延90万人  

 
大 会 総 務 

  
全国障害者スポーツ
大会開催事業費 
[再掲] 

 
1,804,593 

 
151,076 

 
平成26年度に本県で開催される全国障害者スポーツ大会
「長崎がんばらんば大会」の開催経費 
・日程 平成26年11月1日（土）～11月3日（月・祝） 
 ・実施競技数 正式13競技、オープン2競技 
 ・会場地市町 県内7市町 
 ・大会参加者 国体・障害者大会両大会で延90万人 

 
〃 

  
第14回全国障害者ス
ポーツ大会選手育
成・強化練習及び派
遣事業費 
[再掲] 

 
47,546 

 
30,969 

 
平成26年度に本県で開催される全国障害者スポーツ大会
「長崎がんばらんば大会」に向けた長崎県選手団の育
成・強化及び派遣等経費 

 
障 害 福 祉 
 

 

  
競技力向上特別対策
費 
[再掲] 
 
 

 
513,202 

 
615,804 

 
平成26年度に本県で開催される「長崎がんばらんば国体」
に向けて、効果的な競技力向上対策を実施 
 ・県内外遠征、合宿等への助成 
 ・スポーツ専門員の配置 等 

 
教 委 競 技 
力 向 上 対 
策 ・  

 
ＮＰＯと県がともに働
くプロジェクト事業費 
 
 
 

 
20,444 

 
8,520 

 
県民との協働により、多様化する県民ニーズに対するき
め細かな対応や、地域課題の解決を図るため、ＮＰＯ等
からの提案による協働事業を実施 
・新規採択件数を拡充（3事業→5事業） 

 

県 民 協 働 

 



 

 ９．安全・安心で快適な地域をつくる 

                                                    （単位：千円） 

事 業 名 ２６年度当初 ２５年度当初 内 容 担 当 課 

 
一般防災対策費 

 
31,942 

 
79,630 

 
地域防災力の向上を図るため、長崎県地域防災計画に基づ
く総合防災訓練や防災減災シンポジウムを実施 

 

危機管理 
 

 
自主防災組織結成推進
事業費 

 
2,886 

 
2,794 

 
地域の防災力の強化及び自主防災組織の組織率向上を図
るため、自主防災組織結成の主体となる防災リーダーの育
成を目的とした研修等を実施 

 
〃 

 

 
原子力災害対策整備事
業費 

 
454,820 

 
459,384 

 
玄海原子力発電所における原子力災害に対処するための
資機材等の整備及び防災訓練を実施 

 
〃 

（新） 
防災行政無線移設更新
費 

 
20,201 

 
0 
 
県防災行政無線の新県庁舎への移設及び老朽化した機器
の高度化(デジタル化)再整備を実施するための基本設計
を策定 

 
〃 

 

 
消防業務指導費 
 

 
    22,267 

 

 
21,054 

 
消防団員の確保を図るため、消防団員加入促進に対する支
援を行うとともに、事業所や大学等に対する広報啓発活動
を強化 

 
消防保安 

 

（新） 
環境アセスメントにか
かる環境情報整備事業
費 
 

 
30,577 

 
0 
 
環境アセスメントへの判定手続きの導入にあたり、県全
域の環境情報の整理・データベース化及び現地調査を実
施 
 

 
環 境政策 

（新） 
明日の大村湾を創る事
業費 

 
9,321 

 

 
0 
 
大村湾の水質改善及び環境保全等を推進するため、長崎大
学と連携し、貧酸素水塊対策の実用化研究等を実施 

 
〃 

（新） 
長崎県における微小粒
子状物質（PM2.5）と健
康影響に関する研究 

 
3,227 

 
0 
 
県内のPM2.5に関する重量濃度の傾向把握、構成成分の分
析を行うとともに、関係医療機関との連携を図り、健康影
響について研究調査を実施 

 
〃 

 
温暖化対策「見える化」
推進事業費 

 
8,711 

 
10,681 

 
「長崎県地球温暖化対策実行計画」に沿った県民総参加の
温暖化対策の実施 
 ・九州エコライフポイント制度の推進 
 ・省エネ節電講習会の開催 等 

 
未来環境
推進・・  

（新） 
地球温暖化適応策推進
事業費 
 

 
1,285 

 
0 
 
県内の将来的な地球温暖化の影響（農作物、洪水被害、熱
中症等）について分析を行うとともに、影響を抑制するた
めの適応策の検討等を実施 

 
〃 

（新） 
ながさきグリーンサポ
ーター育成事業費 

 
1,621 

 
0 
 
「ながさきグリーンサポーターズクラブ」を創設し、環境
学習総合サイト、メルマガ等による環境情報の発信、クラ
ブ会員を中心とした地域別交流会を実施 

 
〃 

 



 

（単位：千円） 

事 業 名 ２６年度当初 ２５年度当初 内 容 担 当 課 

長崎県環境保全対策臨
時基金関連事業 

    

  
海岸環境保全対策推
進事業費 

 
993,922 

 
18,825 

 
県及び市町管理海岸の海岸漂着物の回収・処理及び発
生抑制対策を実施 
＜主な発生抑制対策＞ 
 ・釜山広域市で大学生・NPO間の意見交換会 
 ・漂着ごみ対策マニュアル作成 

 

廃棄物対
策  ・ 

耐震化関連事業費     

 
私立学校耐震化事業
助成費 
［再掲］ 
 

 
 46,665 

 
73,564 

 
私立学校施設の安全性を確保するため、学校法人が行う
私立学校施設の耐震改修工事及び老朽校舎等の改築工事
に係る経費の一部を助成 
・補助率： 
(耐震改修) IS値0.3未満 国1/2 県1/6 設置者1/3 

IS値0.3以上0.7未満 
国1/3 県1/6 設置者1/2 

 (改築)   IS値0.3未満 国1/3 県1/6 設置者1/2 
   〔改築に対する国庫補助制度の創設（H26～H28）〕 
・対象数：8棟 

 

学事振興 
 

 
幼稚園・保育所耐震
診断事業費 
 

 
19,628 

 
34,654 

 
乳幼児が1日の大半を過ごす私立の幼稚園・保育所の耐震
診断を行い早急な耐震化を実施 
 ・補助率：国1/3 県1/3 設置者1/3 
 ・対象数：22棟（幼稚園12棟、保育所10棟） 

 
こども未
来 ・ 

 
幼稚園耐震補強工事
費 
 
 
 
 

 
56,774 

 
55,262 

 
乳幼児が1日の大半を過ごす私立幼稚園の耐震補強に対す
る支援 
 ・補助率：IS値0.3未満 国1/2 県1/6 設置者1/3 
            IS値0.3以上0.7未満 
             国1/3 県1/6 設置者1/2 
・対象数：6棟 

 
〃 

 

 
幼稚園耐震改築工事
費 
[再掲] 

 
376,643 

 
533,618 

 
認定こども園へ移行した（又は移行予定の）私立幼稚園の
耐震改築に対する支援 
 ・補助率：IS値0.7未満 国（基金）1/2 設置者1/2 
 ・対象数：3棟 

 
〃 

  
耐震・安心住まいづ
くり支援事業費 

 
49,679 

 
56,431 

 
戸建て住宅や民間建築物について、耐震診断等に係る経費
を助成することにより、耐震化を総合的に推進 
<戸建て住宅> 
・耐震診断：国1/3、県1/6、市町1/6、所有者1/3 
・耐震計画：国1/3、県1/6、市町1/6、所有者1/3 
・耐震改修：県1/4、市町1/4 所有者1/2 
<民間特定建築物> 
・耐震診断：国1/3、県1/6、市町1/6、所有者1/3 
<緊急輸送路を閉塞する恐れのある民間特定建築物> 
・耐震診断:国1/3、県1/6、市町1/6、所有者1/3 
・耐震計画:国1/3、県1/6、市町1/6、所有者1/3 

 
住  宅 

 

 



 

（単位：千円） 

事 業 名 ２６年度当初 ２５年度当初 内 容 担 当 課 

（新） 
長崎県大規模建築物
耐震化支援事業費 
 

 
45,129 

 
0 
 

 
民間建築物の一部に耐震診断が義務付けられたことに対
応して、耐震診断に要する経費の一部を支援 
・補助対象：耐震診断が義務付けられた建築物（一部 

除く） 
・負担割合：国1/2 県1/6 市町1/6 民間事業者1/6 

 

建 築 
 

 

 
非構造部材耐震化推
進事業費 

 
25,131 

 
84,049 

 
県立高校の体育館や武道場等の天井材の耐震診断を実施 
 ・県立高校 25箇所 

 

教委教育 
環境整備 

（新） 
高齢者交通事故防止総
合対策事業費 
 
 

 
4,783 

 
0 
 
高齢者を交通事故の被害者及び加害者としないため、高齢
者交通事故防止対策を総合的に実施 
・地域社会と一体となった交通ルール遵守の呼びかけ 
 等の広報啓発 
・参加体験型の安全運転講習会の開催、運転免許の自 
主返納促進のための環境づくり 等 

 
交通・地 
域安全  
  

（新） 
食品衛生自主管理促進
事業 
 
 

 
2,898 

 
0 
 
県産品の安全と信頼を確保するため、営業者の衛生意識の
向上及び、ＨＡＣＣＰの考え方に基づく自主衛生管理手法
の導入促進 

 
生活衛生 

（新） 
道守育成事業費 

 
3,000 

 

 
0 

 

 
道路施設の適切な維持管理のために、道路施設の点検に関
して高度な技術力をもつ「道守」の育成や点検への参加を
支援 

 
道路維持 

 
長崎県住宅性能向上リ
フォーム支援事業費 
 
 
 
 
 
 
 

 
300,000 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
300,000 

 
 
 
 
 
 

 

 
県民の安全・安心につながる住宅性能向上を図るための住
宅リフォームについて、工事費の一部を助成 
（バリアフリー・安全型リフォーム） 
 ・補助率：1/5 
・補助上限額：100千円（H25：200千円） 
（省エネ型リフォーム） 
 ・補助率：1/5 
・補助上限額：100千円（H25：300千円） 
（防災型リフォーム） 
 ・補助率：1/5 
・補助上限額：100千円（H25：300千円） 

 
住 宅 

 
 
 
 
 
 
 

 
犯罪なく３ば運動推進
事業費 

 
13,343 

 
0 
 
県民の施錠意識の醸成と自主防犯対策の向上のため、「犯
罪なく３ば運動」（カギかけんば、ひと声かけんば、見守
りせんば）を推進 
 ・モデル地区・モデル校への支援、広報啓発等 

 
警察本部 

 
高齢者交通安全対策活
性化事業費 
 
 

 
19,103 

 
5,809 

 
高齢者の交通死亡事故の抑止を図るため、高齢者交通事故
抑止対策を強化 
・高齢者交通事故抑止県民運動の推進 
・高齢運転者・歩行者交通安全教育の充実･強化 
・高齢者交通安全広報啓発活動の強化 
 

 
〃 

 
 



 

 １０．地域づくりを支えるネットワークをつくる 

                                                    （単位：千円） 

事 業 名 ２６年度当初 ２５年度当初 内 容 担 当 課 

県庁舎整備関係     

 
県庁舎建設整備費 

 
1,224,057 

 
476,227 

 
新県庁舎の整備等を実施 
・建設工事費（行政棟、議会棟、警察棟） 

                           1,042,948 
・工事監理、手数料等                       181,109 
・債務負担行為限度額                 32,950,845 

 

県 庁舎建 
設   

 
 
 

 
跡地活用検討経費 

 
3,100 

 
18,339 

 
県庁舎移転後の跡地活用について、検討懇話会からの提
言を踏まえ、各種団体等との意見交換を実施し、整備方
針を策定 

 
まちづく 
り推進・ 

 
地域支え合い（Ｉ）ＣＴ
モデル事業費 

 
14,630 

 
11,388 

 
「人と人とのつながり」を強める地域の情報基盤構築を図
るため、各家庭にあるテレビをインターネットに接続する
機器を活用し、高齢者にも容易に利用できる画面・サービ
スを開発・導入 

 

情報政策 

（新） 
島原半島地域交流促進
基盤強化事業費 

 
1,000,000 

 
0 
 
航路の維持と安全性の確保、利用者負担軽減等による交
流人口の拡大を図るため、船舶の更新（リプレイス）に
要する経費を助成 
 ・フェリーあまくさ（口之津～鬼池） 

 

新幹線・ 
総合交通
対策    

 
島原鉄道整備促進事業
費 

 
82,300 

 
32,525 

 
島原鉄道に対する支援強化策として老朽化レールや踏切
信号器具更新などの安全施設整備に係る県・沿線市の負
担割合を引上げ 
 （旧）国1/3 県1/6 沿線市1/6 事業者1/3 
 （新）国1/3 県1/3 沿線市1/3 

（松浦鉄道の負担割合と同等） 

 
〃 
 

 



 

Ⅳ その他 

                                                    （単位：千円） 

事 業 名 ２６年度当初 ２５年度当初 内 容 担 当 課 

 
統合型リゾート導入検
討事業費 

 
3,282 

 
8,393 

 
カジノを含む統合型リゾート導入の効果及び影響等につ
いて、県と佐世保市で構成する協議会において、県・市共
同で専門的検討等を実施 

  
政 策企画 

つくも苑整備関係     

 

 

 
移譲施設支援事業費 
 

 
1,157,302 

 

 
869,163 

 

 
老朽化が進む障害者支援施設「つくも苑」の新施設への移
転建替、跡地における県営工業団地関連設備の整備 

 
障害福祉 

 

 

 

 
佐世保つくも工業団 
地整備事業費 

 
562,329 

 
374,973 

 
つくも苑の敷地を活用し、県営工業団地を整備 
・分譲面積約5.3ha 
Ⅰ期工事：3.2ha(H26分譲開始予定) 
Ⅱ期工事：2.1ha(H27以降分譲開始予定) 

 
企 業立地 

 
公共事業費 
 
 
 

 
83,432,291 

 
81,759,755 

 
・都 市 公 園 整 備 事 業               489,100 
・下 水 道 事 業                 50,640 
 ・道 路 橋 梁 街 路 事 業             35,745,054 
・港 湾 事 業              5,389,268 
・空 港 事 業                208,440 
・河 川 砂 防 事 業              7,575,557 
・ダ ム 建 設 事 業              2,856,379 
・住 宅 市 街 地 事 業              1,684,396 
・農 業 農 村 整 備 事 業              3,913,951 
・造 林 林 道 治 山 事 業              4,017,352 
・漁 場 整 備 事 業              4,712,018 
・漁 港 事 業              9,413,620 
・新 幹 線 整 備 事 業              7,356,178 
・自 然 公 園 整 備 事 業         20,338 

 
都 市計画 
水 環 境 
道路関係課 
港 湾 
港 湾 
河川・砂防 
河 川 
住宅・建築 
農整・水環境 
林 政 
資源・漁港 
漁港漁場 
新幹線事業 
自然環境 

 
国直轄事業負担金 

 
4,998,673 

 
5,774,546 

 
・道 路 橋 梁 事 業              2,845,722 
・港 湾 空 港 事 業                638,571 
・河 川 砂 防 事 業                565,590 
・ダ ム 建 設 事 業                186,587 
・農 業 農 村 整 備 事 業                 43,869 
・干 拓 事 業               480,631 
・特 定 漁 港 漁 場 整 備 事 業               237,703 
 

 
道 路建設 
港 湾 
河川・砂防 
河 川 
農村整備 
諫 干 
漁港漁場 

 

 
 


